
宮城県保健福祉部長寿社会政策課 

令 和 ８ 年 ９ 月 ３０ 日 

 

宮城県介護支援専門員実務研修受講試験指定試験実施機関 

募集要項 
 

 

 宮城県では、介護保険法の趣旨を踏まえ「介護支援専門員実務研修受講試験事務(以下

「試験事務」という。)」を適切に遂行でき、かつ中立性・公平性が確保できる法人を指定

するため、介護保険法に基づく指定試験実施機関を募集します。 

 

１ 募集概要 

（１）指定試験実施機関を募集する試験名及び開催地 

   介護支援専門員実務研修受講試験 於 仙台市内 

 

（２）指定期間 

   令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで（３年間） 

   ※ 報告・検査の結果により関係法令の違反が発見された場合は原則、指定を取り

消します。 

   ※ 指定試験実施機関は、都道府県知事の許可を受けなければ休止又は廃止はでき

ませんので、応募に当たっては３年間継続して事業運営できるかを確認してくだ

さい。 

 

（３）応募受付期間 

  令和８年９月３０日（水）から１０月３０日（金）午後５時まで 

 

（４）審査結果通知日（予定） 

   令和８年１１月２７日（金） 

 

（５）指定試験実施機関の指定 

   審査の結果、指定試験実施機関候補となった法人については、詳細の協議を行い、

適正な１法人を選定し、令和９年４月１日付で指定を行います。 

 

 

 



２ 審査内容 

（１）第一次審査（書類審査） 

  書類による第一次審査を行い、第一次審査合格者を決定する。なお、審査事項は以 

下のとおりとする。複数法人が合格の場合、第二次審査を行う。 

 

審査事項  審査項目 確認資料※ 

１ 法人要件 試験事業

の実績 

・国家資格など公的資格の業務実績があ 

るか？ 

エ、オ、

コ、ケ、 

サ    中立性・

公平性 

・県に代わって事業を実施可能な中立 

性・公平性等が確保される法人か。 

2 事業運営 

・計画 

及び 

組織体制 

基本計画 ・基本計画が、試験を公平中立に実施で 

きるものとなっているか。 

ウ、コ   

 

中立性・

公平性 

・公平中立に事業運営する体制が確保さ 

れているか。 

・受験申込者にとって不公平にならない 

運営体制となっているか。 

計画性 ・事業計画のスケジュール、経理等は無 

理がないものか。 

独自性 ・受験申込書等の管理・受付が合理的か 

つ経済的かつ柔軟に対応できるか。 

会場の 

確保 

・試験会場は、身体障害者に対しても公 

平な受験ができる場所を確保できる見 

込みがあるか。 

・受験者に応じて柔軟に確保できる見込 

みがあるか。 

3 経営状況 収支計画 ・適正な支出を見込んでいるか 

 ※想定受験者数は１,０００人とする。 

・見積の妥当性及び収入の見込みと計画 

性の整合性があるか。 

カ、キ、

コ   

4 リスク 

マネジメ 

ント 

苦情処理 ・相談・苦情に対する責任体制が明確に 

なっているか。 

コ 

個人情報

保護 

・個人情報保護の方針が明確になってい 

るか。 

コンプラ

イアンス 

・試験事務に係る法令だけでなくその他 

法令を遵守する体制となっているか。 

※６ 応募に関する事項（２）の②に記載。 



 

（２）第二次審査（選定） 

  第一次審査において、審査事項の全てについて適格と認められる法人が複数ある場合 

は、当該事業実施金額の見積額を比較した上で、当該見積額が最も少ない法人を選定す 

る。 

 

３ 業務内容 

 試験実施機関が行う主な業務は、次のとおりです。 

業務遂行に当たっては、介護保険法及び関係政省令に定める基準を遵守するとともに、

宮城県の指導・助言に従うものとします。 

 

業務内容 指定試験実施機関 県 

試

験

準

備 

試験事務にかかる計画策定 ◯  

試験実施にかかる広報 ◯ ◯ 

試験会場の手配 ◯  

試験案内の作成 ◯ △ 

※１ 

試験案内の配布 ◯ （郵送） ◯ 

受

験

申

込 

受講申込に係る問合せへの対応 ◯  

受験申込書の受付 ◯  

受験申込書の管理  ◯ 

受験申込書の審査 ◯ △ 

※２ 

受験者の最終決定  ◯ 

試

験 

試験問題の管理  ◯ 

試験会場の運営・片付け ◯  

試験の実施（監督等） ◯ △ 

※３ 

採点 ◯  

解答用紙の管理  ◯ 

合格者決定  ◯ 

◯・・・主体的に業務実施する機関  △・・・業務を支援する機関 

※１ 試験案内の作成に必要な国の通知等の提供 

※２ 実施機関で判断できないような実務経験等に対する相談支援 

※３ 試験中の不正行為の対応についての最終決定 

 



 

４ 経理に関する事項 

（１）収入について 

指定試験実施機関は、原則として自ら手数料を収納し、収入とすることができます。 

   

（２）区分会計の独立と管理口座 

 ① 本事業に係る経理事務を行うに当たり、指定試験実施機関自身の法人から独立し

た会計帳簿書類及び経理規定を設け、県の要求がある場合は、経理書類を提示しなけ

ればなりません。 

 ② 指定試験実施機関は、県の検査及び情報公開等に対応した適正な書類の整備体制

を構築しなければなりません。 

 ③ 経費及び収入は、この本事業専用の口座で管理しなければなりません。 

 

（３）試験受験手数料について 

 ① 金額は次のとおり、宮城県が条例により規定しています。 

受験手数料：１３，５００円（うち１，４００円は試験問題作成料） 

 ② 消費税は非課税です。 

  ③ 受験者数は 1,000 人規模を想定しています。 

 

５ 募集から指定までのスケジュール（予定） 

日程 項目 

１０月 応募書類の受付 

１１月～１２月 審査及び審査結果通知 

１月 細部協議・指定通知 

２月～３月 次年度の業務準備 

４月 指定及び業務開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 応募に関する事項 

（１）応募者 

① 応募資格 

  応募者は次の要件を全て満たしている事が必要です。 

  ア 法人であること。 

  イ 事務処理体制が確保できること。 

  ウ 試験事務（介護保険法第６９条の２７第１項に規定する試験事務をいう。）を適 

   切かつ継続的に実施する能力が認められること。 

   エ 会計帳簿、決算書類が整備されており、適正な経理処理ができること。 

   オ 次に掲げる義務を適正に履行できると見込みがあること。 

・ 厚生労働省令で定める事項を変更するとき、又は当該事業を廃止するときは、 

 あらかじめ、当該変更に係る内容及び時期又は当該又は当該廃止の時期並びに 

理由を記載した書面を添えて、県の承認を受ける事。 

・ 厚生労働省令で定める事項を変更するときは、あらかじめ、当該変更に係る内 

容、時期及び理由を県に届け出ること。 

・ 毎年度、当該指定に係る事業の計画を作成し、これを県知事に提出し、及び当 

該事業の修了後、速やかに当該事業の実績を県知事に報告すること。 

・ 試験事務の実施に関して県知事が当該事業に関する情報の提供、当該事業の内 

容の変更その他の必要な指示を行った場合、当該指示に従うこと。 

   カ 介護支援専門員実務研修受講試験に備えるための講義、講習、公開模擬学力試験 

    その他の学力の教授に関する業務を指定日以降に行う見込みがないこと。 

 

② 応募者の制限 

  次に該当する法人は、応募者となることができません。また、選定結果通知までの

期間に該当となった場合は、その資格を喪失したものとします。 

 ア 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者。 

 イ 会社更生法、民事再生法等の規定に基づき、再生又は再生手続きを行っている法 

人。 

 ウ 宮城県が行う建設工事等の請負又は物品・役務の購入・提供若しくは製造の請 

負の指名停止措置を受けている法人 

   エ 法人税、法人県民税、法人事業税、自動車税、消費税、地方消費税等を滞納し 

    ている法人。 

   オ 暴力団（暴力団員による不当行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号) 

    第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成（暴力団の構成団体の構成 

員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統 

制下にある法人。 



（２）応募 

  ① 提出先 

   ア 受付締切日： 令和８年１０月３０日（金） 午後５時 

   イ 提出場所： 〒９８０－８５７０仙台市青葉区本町３丁目８番１号 

           保健福祉部長寿社会政策課介護人材確保推進班（宮城県庁７階） 

   ウ 提出方法： 郵送又は持参(書面１部) 

   エ そ の 他： 書類等の不備がある場合は御連絡します。また、返却はしませんので、 

御注意ください。 

 

  ② 応募書類 

 ア 指定申請書（様式第１号） 

 イ 事業計画書（様式第４号） 

 ウ 定款、寄付行為、規約その他団体の目的、組織運営の方法を示す書類 

 エ 登記事項証明書 

 オ 役員名簿 

 カ 賃借対照表・損益計算書その団体の財務の状況を示す書類 

 キ 財務目録等 

 ク 前事業年度における収支予算書 

 ケ 納税証明書 

 コ 指定試験実施機関運営上の基本方針（別紙様式） 

 サ 試験業務の実績（年度・実施形態・試験名）が分かる資料（別紙参考様式） 

 

  ③ 募集要項に対する質問 

    受付期間： 令和８年９月３０日（水）から１０月１６日（金）午後５時まで 

    受付方法： 次のメールアドレス宛て法人名及び質問事項を記入し、送信してくだ 

さい。 

          【choujuz@pref.miyagi.lg.jp】  

 

（３） 留意事項 

   ・ 申請に要する費用は、すべて申請者の負担とします。 

   ・ 申請書類に用いる言語は日本語、通貨単位は日本国通貨、単位は計量法（平成４

年法律第５１号）に定めるもの、時刻は日本標準時とします。 

   ・ １法人当たり１申請とします。複数の申請はできません。 

 

 

 

mailto:choujuz@pref.miyagi.lg.jp】


７ その他 

  令和８年１０月８日（木）までに上記メールアドレス宛て応募する旨の連絡があった法

人については、下記日時で開催される本年度の宮城県介護支援専門員実務研修受講試験

（前日準備含む）を参観いただけます。 

記 

令和８年１０月１０日（土） 午後２時から午後５時まで（前日準備） 

令和８年１０月１１日（日） 午前９時から午後１時まで（試験当日） 

※集合場所については、追って連絡します。 

 

【お問い合わせ先】 

  〒９８０－８５７０仙台市青葉区本町３丁目８番１号 

  宮城県保健福祉部長寿社会政策課 介護人材確保推進班 

  電話 ０２２-２１１-２５５４ 

  FAX ０２２-２１１-２５９６ 

  電子メール choujuz@pref.miyagi.lg.jp 

 


